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アクション盤リサーチを通じて産出される知に慨する一考察
一学校経営研究の方法論に関連づけてー
1 . 問題の所在と呂的
古田雄一
近年、教育学研究における新たな研究方法のーっとして アクション・リサーチへの注
自が高まってきている l。アクション・リサーチとは、「現場の課題を克服するため、調査
者と実践者が互いに協働し、実践と評価を繰り返す過程J2を通して、現場の改善や改革に
取り組むとともに、その過程から知見を得てし＼く研究方法である 3。アクション・リサーチ
が注目されるようになってきた背景には、既存の教育学研究で生成されてきた知がしばし
ば実際の実践の現場と~請をしてしまうことがあり、現場に根ざした知が求められるように
なってきたという点や、研究者も実際の教育実践の現場の改善・変革に寄与していくこと
が重要であるという考えが広がってきた点などがあるといえよう。アクション・リサーチ
は、実際に教育実践の現場の課題に対して、研究者と実践者が協働して取り組むことで、
現場の改善・変革に寄与するとともに、その過程を研究知として昇華させていくという研
究方法論であり、こうした営みによって上述の課題を乗り越えることを目指している。
しかし、アクション・リサーチにおける知をめぐっては、課題も考えられる。第一に、
アクション・リサーチで得られた知見を、科学的な知として昇華させていく難しさである。
アクション・リサーチは研究者が積極的に介入するため、客観性・妥当性の確保が容易で
はない。また、絞られた事例（N=l）から知見を得るため、どこまで普遍的に適用可能な知
見になりうるのかという点も課題としてある。こうした点はアクション・リサーチの方法
論の問題としてこれまでも指摘されてきており、同時に、発展途上ではあるがアクション・
リサーチで得られた知見の評価基準の設定を試みる論考も出てきている 4。第二に、アクシ
ョン・リサーチで、産出された知見をどのように現場で活用しうるのかという難しさも存在
する。先述のように、ある特定の実践現場で得られた知見であるならば、それを他の実践
者や政策関係者などがどのように活用しうるのか、という点も考える必要がある。
ところで、教育学研究においてアクション・リサーチをめぐる議論や研究事例は、主に
学校の授業実践における教育内容・方法論や、社会教育の領域などにおいて蓄積されてき
た。では、学校経営研究においてはどうだろうか。日本教育経営学会では、 2000年代前半
に、学校経営研究における臨床的アプローチについての課題研究が設けられ、積極的な議
論がなされてきた。その背景にある問題意識は、「これまで維持されてきた枠組みや知の体
1佐藤（1996・1998）；佐藤ほか（2004）；秋田（2005）；島田（2008）；中留（2010）ほか。
2中留（2010)p.243. 
3秋田（2005）によれば、アクション・リサーチには、教師などの実践者自身によるアクション・リサー
チもあれば、実践者と研究者の協働によるアクション・リサーチ（共同生成的なアクション・リサーチ）な
どもある。このようにアクション・リサーチを広く捉えるならば、上述の中留による定義は、後者の共同
生成的なアクション・リサーチを指し示すものであると言える。
4例えば、佐藤ほか（2004）；秋田（2005）。
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系の見直しと再構築J5や、「現実をよりよいものに変えることに資するJ「自分が現場にコ
ミットして、相手との関係の中で考えるJ6というように、アクション・リサーチの背景に
あった問題意識と重なるものであった。そして、具体的なコミットメントのスタイルのー
っとして、アクション・リサーチという方法論への注目もされていた 7。しかし、実際にア
クション・リサーチの方法を用いた研究事例の蓄積は限定的であったえその背景には、後
述するような学校経営という研究領域特有の難しさが関係していると考えられる。したが
って、学校経営研究においてアクション・リサーチはどのように可能か、またどのような
課題があるのかといった点について踏み込んで考察を行うことは、今後の学校経営研究の
発展にとって少なからず価値があるのではないか。
以上を踏まえて、本稿では、アクション・リサーチにおいてどのようにして知を産出し、
それをどのように活用できるのか、理論的に整理するとともに 9、学校経営研究におけるア
クション・リサーチの可能性と課題についても考察を試みたい。
2. アクション田リサーチの背景橿方法・特徴
( 1) アクション・リサーチの定義と背景
アクション・リサーチとは一般に、「人びとの日常生活にねざした生活の知恵、や実践的な
知を重視し、実践的な解決にむけた「参加J「協同Jの過程をつうじて「行為のなかの知J
(know ledge in action）を産出し、あるいは意義づけるプロセスJ10である。教育分野のア
クション・リサーチは アメリカでは 1940～50年代にかけてアクション・リサーチを提
唱した Lewinの影響を受けて学校現場で展開されたほか、イギリスやオーストラリアでは
1960～70年代のカリキュラム改革や多文化教育実践における導入があった 110
注釈 3でも触れたように、学校などの教育現場におけるアクション・リサーチには、大
別すると、実践者自身によるアクション・リサーチと、実践者と研究者による共同生成的
なアクション・リサーチがある 120 このうち、前者については、教師の反省的実践家として
の職能成長（高度化）の必要性としづ背景から、その具体的方法のーっとして提示されてき
た1。一方、後者については、既存の研究知が現場と事離しているとしづ課題や、研究者の
現場の改善・変革への寄与を重視する考え方の高まりなどがあり、その根底には、研究者
の役割や研究者と実践者（実践現場）との関係性の捉え直しがあるといえる。
5天笠（2002).
6曽余田（2003).
7曽余田（2003）ほか。
8むろん、アクション・リサーチと銘打っていなくても、似たような方法論で取り組まれた研究は少なく
ないことには留意しておきたい。
9知の「産出Jr活用Jについては、（教育における）エピデンスの 3つの場面である「産出Jr普及」「活用J
（つくる・ったえる・っかう） (OECD教育研究革新センター 2010；籾井 2011ほか）を参考にしている。
10佐藤ほか（2004),p.323. 
11佐藤ほか（2004).
12秋田（2005).
l佐藤（1996）；島田（2008).
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以下本稿では、先述の問題の所在と目的をふまえ、アクション・リサーチという語を用
し＼る場合は、特に断りのない限り、実践者と研究者などによる共同生成的なアクション・
リサーチを指すものとする。
(2) アクション・リサーチの方法論的な特徴
アクション・リサーチには、大きく分けて二つの方法論的特徴があるに第一に、ある特
定の現場において、 P-D-Sの実践や問題解決の反省的なサイクノレを繰り返していき、その
プロセスを丁寧に記述していくというアプローチを採る点である。実践者と研究者は、協
同的に実践や問題解決のための言十函を練り、実践し、検証するというサイクルを繰り返し
てし＼く。しかもそれは、自分たちの出発点にある価値や前提の間い直しをも含む反省的な
探究過程であり、 double-looped learningの過程でもある。具体的なアクション・リサーチ
のプロセスについては、図 1を参照されたい。
また第二に、こうした探究の過程は様々な人 図工 アクション・リサーチのモデル
の参加に開かれており、多様な人たちの協同的 (E立iot1991；秋田 2005より）
な探究を通して知を生成していくことも、方法
論的な特徴である。様々な人たちが実践や問題
解決の過程をともに共有し、協議を重ねていく
ことで、知見の妥当性がより高まるとともに、
臨床的な視点からの新たな知の生成が期待さ
れるのである。
こうしたアクション・リサーチの方法論の背
後には、既存の多くの研究方法論とは異なる考
え方があることがうかがえる。まず、第一の特
徴にかかわっていえば、できるだけ多くの類似
事例を調べ、一般性を高めることで客観性を担
保する研究アプローチとは異なり、アクショ
ン・リサーチは、それぞれの事例のもつ固有性
を尊重する考え方に基づいているといえる。矢
守の言葉を借りるならば、アクション・リサ
ーチを通して得られる解とは、どのような現場
にも、いつの時点でも普通的に妥当する真理・法則性としての「正解」ではなく、むしろ
特定の現場において当面、成立可能で受容可能な「成解Jである30 教育研究としてのアク
2秋田（2005）は、アクション・リサーチの方法論的な特徴として、①場の力学に基づく単一事例の診断、
②螺旋的に「計画 実行評価」をとおして連続して変化を追う、③その場の人の主体的参加という 3点
を挙げている。本文で挙げるこつの特徴のうち、一つ自が秋田の①・②、二つ自が秋田の③に対応してい
る。
3矢守（2010).
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ション・リサーチは、教育実践における法則化や、一般性を重視しすぎるあまり教育実践
の内実を十分に検討できないような教育研究に対する、批判的提案のーっとも言えるので
ある。
また第二の特徴については、佐藤らが「研究者による客観的な知識だけでなく、（中m各）実
践者も知を創造する共同体の一員として参加していくことで、実践者がl暗黙に有していた
知恵が明るみに出され、多くの人々のリアリティにそった課題にアプローチできる可能性
をもっ」 4と述べるように、研究者のもつ知だけでなく、実践者たちの有する様々な矢口を動
員することにより、より質の高い実践や効果的な問題解決が可能になると考えるのである。
また何時にそれは、再び佐藤らの言葉を借りるならば、 f研究者による客観的・機能的な知
(objective knowledge）を特別扱いjするのではなく、「様々な人間の関心事と関連する矢口の
形態を取り入れるJという考え方をとるのでありら、知に対する捉え方（知識観）の拡張も
しくは問い直しが根底にあると言える。
なお、アクション・リサーチの方法論には、課題もあることを付け加えておきたい。例
えばTandonは、アクション・リサーチの方法論には、①人々の自覚の過程と社会変革の運
動との区別が混同されやすい、②研究者と実践者の役割が不明瞭、③調査データの質的な
収集の方法の暖昧さ、④成果の評価基準が明らかになりにくいという 4つのあいまいさが
あることを指摘している60
3. アクション僧 1）サーチにおける知の産出と活用
(1) アクション・リサーチにおける知の産出と、研究知としての意味
アクション・リサーチは、実際に現場の改善・改革に貢献するという点で、実践者側に
とっての意義は比較的見えやすい。しかしそれが研究の一環として行われる以上、研究と
しての意味も向時に追求されなければならない。では、アクション・リサーチの知見は、
研究知（理論知）にとって、どのような意味をもつのだろうか。換言するならば、学術研究
にとって、アクション・リサーチはどのように貢献しうるのだろうか。
これまでの議論をふまえると、アクション・リサーチで産出される知には、大きく二つ
の特徴があると考えられる。第一に、アクション・リサーチでの問題解決を通して得られ
る「解」は、どのような現場にも当てはまる普遍的な「正解」ではなく、特定の現場にお
いて当面、成立可能で受容可能な「成解j である。また第二に、アクション・リサーチで
は、その「成解j としづ実践過程の最終的な成果だけでなく、「成解j に至るプロセスが重
視される。では、こうした性質をもっアクション・リサーチの知見は、研究知（理論矢口）の
蓄積に、具体的にどのように貢献しうるのか。
例えば、 Aという葛藤があったとする。そして、アクション・リサーチのプロセスを通し
て、 A’という「成解Jを導き出したとする。ここで、 A’自体はある特定の条件下での局所的
4佐藤ほか（2004),p.328. 
5佐藤ほか（2004),p.329. 
6 Tandon (1998）；佐藤ほか（2004)
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な解であり、別の条件下では最適な解とは限らない。つまり、その解そのものの一般化に
は慎重になる必要がある。しかしながら重要なのは、「Aという葛藤から N_という成解を導
き出す」という一連のフ。ロセスからは、一般化できる知見が得られうるということである。
具体的には、第一に、そもそもどのような葛藤があるのか明らかにすることで、既存の理
論研究などで見落とされてきた葛藤の存在を提示しうる。第二に、上述した葛藤解決のプ
ロセスから、葛藤を乗り越える（解決策を導き出す）上で検討すべき論点や観点としてどの
ようなものがあるのか、示すことができる。第三に、そうした論点・観点を踏まえながら、
特定の条件のもとでの解の例として考えられるものを提示することができる（またその際
に重要なのは、その「特定の条何二Jがどのようなものなのか、ということを可能な限り明
示することである）。そして第四に、アクション・リサーチの一連のプロセスが「反省的J
であり、しかもそれはプロセスの出発点にある前提の間い直し（double-looped learning) 
にも関かれているため、参照している理論で自明視されている前提を浮き彫りにし、間い
直すことも可能となる。
以上のような知見を、研究界へと示していくことで、既存の学術研究で得られてきた知
に対するフィードバックが可能になると考えられるのである。
(2) アクション・リサーチの知の実践現場での活用
続いて、アクション・リサーチで得られた知を、｛也の実践現場でどのように活かせるの
かということについても考えたい。すなわち、ある現場で得られた「成f梓j とその形成プ
ロセスは、他の現場でどのように受容し、活用可能なのかということである。
この間いについて考える上では、前節同様、局所的な「成解」という性質と、そこに至
る反省的なプロセスを重視するという性質を、一体的にとらえることが重要になる。アク
ション・リサーチにおける実践的探究、あるいは協同的な問題解決の過程の記録は、同じ
ような課題を抱える実践者 あるいは同じような取り組みを試みたい実践者にとっても、
きわめて有益な手がかりになる。このことについては、学校における協働研究について考
察した、以下の指摘が示唆的である。
もし実践者が、いくつかの他の実践コミュニティにおける実践と省察の展開、そしてそ
れを通しての実践者とそのコミュニティの時を要する形成過程を（仮想的な参加者二記
録の読者＝省察者）として研究し、それを一つのレパートリー、長期的な発展の把握の一
つのプレイムとして、自らの実践とそのコミュニティにおける実践・省察に活かして行
くならば、（中Il各）実践の記録と省察の蓄積は、歴史的なそして現在の実践の省察の行程の
省察・記録であり、新たに自らの場で長期の実践と省察をめざそうとする実践者＝探究
者にとってもその展開の行方を探るヒで 参照することのできる重要な手がかりとして
の意味を持つO 7 
7柳沢（2011),p.433. 
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ある現場で実践者と研究者が協同的にたどってきた道のりを丁寧に記録し、共有するこ
とは、他の現場で同じように実践や問題解決に取り組む上での重要な手がかりとなるので
ある。「成解」という最終的な結果自体は、様々な条件の異なる他の現場に適用可能なもの
とは限らなし泊。「成解」に至るまでの一連の反省的な思考や判断の蓄積や、それがもたらし
た結果を共有していくことが、それぞれの現場の当事者である実践者が、自分たちの現場
で省察し、実践し、その現場における「成解」を協同的に作り上げていく上での貴重な参
照枠となるのである。
ただし、柳沢も指摘しているように、「成果Jのみを切り取った、短時間で広く普及・適
用しうる、従来の「客観主義的研究Jのアプローチとは異なり、アクション・リサーチの
知見は、プロセスを共有するものであり、しかも当事者の学習の基本的モードが前提とさ
れているため、その共有には時間がかかるえしたがって、持続的・長期的な実践と省察の
展開を広く共有するためには、実践者たちのコミュニティの構築が不可欠となる。そして、
「成解」が、「当面、成立可能で受容可能なJ解であるということを踏まえれば、願わくは、
そのコミュニティの中で、得られた「成解」を互いに反省的に問いながら、互いに、また
協同的に改善していくという営みが期待される。
なお、上述のコミュニティは、必ずしも実践者のみで構成される必要はない。むしろ、
それぞれの現場でのアクション・リサーチ同様、研究者や政策担当者など、幅広いアクタ
ーが場を共有し、そこでローカノレな知を蓄積し、活用し、改善していくことが望ましい。
ちなみに竹端は、福祉領域の実践・政策にかかわって、次のような考察をしている。
対人直接支援としづ福祉政策の領域では、何らかのブレイクスノレーは、常に局所的現場
の実践解という「成解j の中に、そのヒントが隠されている。そして、それを帰納的に
普遍化し、新たな制度やシステムとして「正解j として形作り、現場に演鐸的に投げ返
す。それを運用する中で、やがて出てきた新たな問題が「成解Jという形で乗り越えら
れ、それがまた帰納的にフィードバックされ、新たな「正解Jを生み出し一、という好
循環を繰り返してし 1く。 10
ここで描かれているのは、実践の現場で産出された「成解j から得られたものを政策過
程に取り入れ、政策として現場に演鐸的に投げ返し、現場での検証・改善を行って再び投
げ返していくという循環過程を通して、実践と政策が協同的に探究を進めていく可能性で
ある。（ただし、政策倶ljに求められるのは、全ての現場に画一的に「正解Jを押しつけるの
ではなく、「成解Jの蓄積から見出された共通項としての「正解Jを、それぞれの現場が「成
8そして、そのような共有の方法自体、普遍的に適用可能な「正解Jが存在し、それを適用していくとい
う発想にとらわれているとも言える。
9柳沢（2011).
10竹端（2012),p.157. 
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解」を生成していくための手がかりとして提示するというアプローチだろう 11。）
このように、アクション・リサーチのアプローチは、このような様々なアクターの協同
的探究に向けた関係を築き上げてし 1く手段であるとも言えるのである。
4. 学校経営研究における応用可能性と課題
冒頭で述べたように、学校経営研究の領域においても、既存の学校経営研究の中で作ら
れてきた知の見直しゃ再構築の必要性、また学校現場の改善・変革のための研究者の役割
の再考といった背景から「｜臨床的アプローチJの必要性が提起されており、それはこれま
で見てきたようなアクション・リサーチが登場してきた背景とも重なるものである。
しかし、学校経営研究においてアクション・リサーチを行う場合、いくつかの困難や課
題があることが推察される。
第一に、学校経営においては、カリキュラム、授業、校内組織、教育委員会と学校との
関係、保護者と学校との関係、教員集団と管理職の関係など、対象が広範であり、多様な
諸要因が複雑に関連しあっている 12。アクション・リサーチでは、客観性を重視する従来の
研究とは異なり、現場に内在する複雑な諸要素をなるべくそのまま受け止めていくことが
大切にされるため、学校経営研究におけるアクション・リサーチを通して、従来の学校経
営研究では見えてこなかった知見を期待できる反面、研究方法としての妥当性・信頼性と
いう課題も伴うことになる。また、多様な諸要因が複雑に関連するということは、学校経
営における効果的な改善・変革の難しさも意味している。何が課題であり、何をどのよう
に改善・変革すれば良いのかということを見極めるのは、容易ではない。
第二に、アクション・リサーチの「計画一実行－評価」（P-D-S）のサイクノレに時間がかか
りやすい。例えば授業研究におけるアクション・リサーチであれば、リサーチ・クェスチ
ョンや課題にもよるものの、毎回の授業、あるいは何回かの授業ごとを一つの小さなサイ
クルとして P・D-Sの循環過程を回すことが考えられる。その上で、その小さなサイクルを
繰り返す中で、ときに根本に立ち返り、間い自体の再検証を行う（大きな P-D-Sの循環過
程）ことで、価値や前提の間い直しを含む double-looped learningを保障することになる。
一方、学校経営研究の場合、現場の複雑性・広範性ゆえに、すぐに変化が起こるというこ
とは期待しにくい。加えて、授業研究などとは異なり、一つのサイクルの期間は長くなり
やすい。したがって、 P”D-Sのサイクルに時間がかかりやすく、現場の変革という点でも、
研究知の蓄積という点でも、困難を抱えやすい。
では、これらの困難や課題をふまえて、アクション・リサーチを学校経営研究で行う場
合、それはどのようにして可能なのか。あるいは、どのようなことに留意すべきなのか。
まず、第一の点にかかわって言えば、アクション・リサーチの方法論的特徴としても挙
11本論とは趣旨が外れるので、ここで詳しく論じることは控えるが、こうした「正解」の提示に加えて（あ
るいはそれ以上に）政策サイドに期待されるのは、現場が「成解Jを生成するための学習を助け、支える
環境づくりであるだろう。
12浜田（2003).
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げた、多様な人たちの参加による協議 ・探究が重要となる。浜田も、一人の研究者による
単独作業の限界を指摘していることからもわかるように、複数の研究者の参加が望ましい。
ただ、何人もの研究者が学校現場に押しかけることで、ともすれば、研究者一実践者間の
協同的探究に向けた対等な関係づくりへの障壁を生みかねない130 これにかかわって、学校
経営研究ではないが、筆者が修士研究で、取り組んだアクション・リサーチの経験にも触れ
ておきたい。この研究は、学校の教員と、筆者（大学院生）を含む複数の学生が協同的に授
業実践づくりに取り組むものであったが、大学院生という立場であるため、専門的知見も
多少は有するものの、「学ばせていただく」ということを率直に伝えやすい身であり、また
現場側もそのように受け止めることに抵抗が少ない。一方で教員側も、新しい実践づくり
であるため、大学院生存lJの持っている見識や、それぞれの学生が見たこと・感じたことを
ときに手がかりにしながら実践をともにつくることとなった。このように、互いの「わか
らなさj を率直に共有できる関係性を築き上げることが、研究者の「押しかけJによる非
対称的な関係性に陥らないための一つのヒントであるように思われる。
また加えて重要なのは、研究者だけでなく、様々な実践者（この場合でいえば学校経営に
かかわる様々な関係者）の参加である。このことは、扱う課題やリサーチ・クェスチョンに
もよるが、一般教員も学校経営にかかわる当事者の一人として協議や探究に参加できると
いう、学校経営観の転換を伴うことになる。逆にいえば、アクション・リサーチ自体が、
そのような学校づくりの契機となる可能性を持っているとも言えるかもしれない。もっと
も、曽余田が指摘するように、授業研究・カリキュラム研究などのアクション・リサーチ
とは違い、活動領域が広範な学校経営領域においては、カンファレンスをどのように行え
ば良し 1かとし、う方法論的課題もある 140
続いて、第二の点に関しても考えたい。サイクノレに時間がかかることは、領域上の特性
としてそれ自体は受け止めなくてはならない。（むろん、研’究デザインの設計のしかたによ
っては、小さなサイクルの単位は比較的短期間に設定することも可能ではある。）また、研
究知の蓄積に時間を要するということは、それだけ一つ一つの事例が貴重な事例となると
いうことを意味しており、多様な人たちの参加と検証により、事例を丁寧に検討していき、
その事伊jから得られる知見の質を高めていくことが肝要となる。
ただ、時間がかかるということは、プラスに捉えることもできる。授業研究やカリキュ
ラム研究においては、学校現場側としては、検証の成果が早くほしい一方で、研究者側と
しては、ある程度時間をかけてでも得られる知見の質を高めたいという、ニーズや時間感
覚に対するズレが生じる場合がありうる。けれども、学校経営研究の場合は、そもそもの
探究のサイクノレに時間がかかるため、こうしたズレが生じにくく、質の高い協同的探究が
可能になるのではないだろうか。すぐに成果が出ないことをプラスに捉え、ともに丁寧に
知見を産出していく関係づくりが期待される。
13浜田（2003).
14曽余田（2003).
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5. まとめ一本稿の成果と課題一
本稿では、アクション・リサーチにおける矢口の産出と活用について整理するとともに、
学校経営研究におけるアクション・リサーチの可能性と課題について、若干ではあるが考
察を試みた。アクション・リサーチは、協同的で反省的なプロセスとそれを通した「成解j
の産出を重視するアプローチであり、その葛藤解決の過程は既存の研究矢口へのフィードバ
ックの役割を果たすとともに、他の実践者などにとって貴重な参照枠になる。学校経営研
究でアクション・リサーチに取り組む場合は、対象の広範性・要因多様性や、実践・研究
の長期化という難しさもあるが、むしろそれゆえに、アクション・リサーチというアプロ
ーチが本来もつ強みである、多様な人たちの協同的探究による知の深化が発揮されること
が望まれるのだといえる。
本稿は、アクション・リサーチ論にしても、学校経営研究におけるその活用にしても、
紙幅の関係もあり、概略的なものにとどまっている。アクション・リサーチ論の観点でい
えば、例えば研究者の具体的な役割15や、研究者と実践者の関係性問、アクション・リサー
チの記述・共有の具体的方法17などについて、より掘り下げた探究が必要である。また、学
校経営研究も広範であり、より個別具体的な領域について絞り込んだ論考が不可欠だろう。
本稿を出発点とした、今後のさらなる論究を課題としたい。
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